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経営者の年齢
(n=478)

































































































































































































































































































































































































































































1年未満 1～3年未満 3～5年未満 5～10年未満 10年以上
（％）




























































































































































推計1 推計2 推計3 推計4
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
推計モデル 順序ロジット分析
















5人以下（該当＝1、非該当=0） （参照変数） （参照変数） （参照変数） （参照変数）
6～ 10人（同上） 0.686 0.286 ** 0.654 0.289 ** 0.535 0.288 * 0.549 0.290 *
11 ～ 20人（同上） 1.252 0.270 *** 1.264 0.280 *** 0.920 0.285 *** 0.988 0.278 ***
21 ～ 50人（同上） 1.282 0.275 *** 1.292 0.284 *** 1.100 0.295 *** 1.001 0.290 ***
51人以上（同上） 1.174 0.343 *** 1.160 0.345 *** 1.014 0.341 *** 0.882 0.341 ***







経営者の年齢（歳） -0.033 0.013 *** -0.034 0.013 *** -0.025 0.013 * -0.028 0.013 **













1 ～ 3年未満（同上） 0.498 0.451
3 ～ 5年未満（同上） 0.336 0.457




49歳以下（いる=1、いない=0） 0.613 0.222 ***
50歳代（同上） 0.081 0.197
60歳代（同上） -0.237 0.205






















閾　値　1 -1.523 0.851 -1.602 0.864 -1.356 0.727 -1.423 0.722
閾　値　2 -0.088 0.849 -0.153 0.861 0.118 0.724 0.051 0.718
閾　値　3 1.497 0.852 1.426 0.864 1.742 0.732 1.651 0.721
観  測  数 416 413 415 413
wald 検定 57.54 *** 57.42 *** 75.03 *** 71.44 ***
疑似決定係数 0.0526 0.0529 0.0692 0.0659


















1 高機能な工作機械を用いて高精度な金属製品を作る。（金属製品製造業、従業員21 ～ 50人） 10％以上の増加
2 MC、NCを利用した金属切削業。航空・通信・半導体部品。（金属製品製造業、従業員51 ～ 100人） 10％以上の増加
3 機械加工（旋盤、CNC）、MCマシニング、ラジアルボール盤。船舶のプロペラ軸、軸封製造等加工。（輸送用機械製造業、従業員51～100人） 5％未満の増加
4 溶接・NC操作・CAD。（金属製品製造業、従業員21 ～ 50人） 5～ 10%未満の増加
5 プラスチックのNC旋盤、マシニング、ボブの加工技術。（プラスチック製品製造業、従業員21 ～ 50人） 5～ 10%未満の増加
6 木工製品加工。NCルーター、3D・CAD使用。（その他の製造業（木工製品）、従業員11 ～ 20人） 5％未満の増加
7 創業当時からのネジ製造技術を持ってます。最新のNC機械で、より高いネジを製造しています。（金属製品製造業、従業員1～ 5人） 10％以上の増加
8 溶接ロボット等機械類の操作や、手作業による溶接技術、歪み取り技術やノウハウ、図面の解読。（金属製品製造業、従業員6～ 10人） 5～ 10%未満の増加
9 NC旋盤オペレーティング、普通旋盤などによる切削、研削加工で公差±0.005mmの加工をしている。（輸送用機械製造業、従業員51 ～ 100人） 5％未満の増加
10 自社ツールを開発し、半導体部品の内面研磨、顕微鏡でキズ等検査、良品を洗浄・乾燥。（研磨、従業員51 ～ 100人） 5～ 10%未満の増加
11 自社製の設備である為、調整等の独自の技能がある。（金属製品製造業、従業員11 ～ 20人） 5～ 10%未満の増加
（注）49歳以下の技能者が従事し、同時に高水準の設備を保有している企業の回答から抽出したものである。
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度な金属製品を作る」（No. 1）は典型例である。
高水準の設備を使いこなす技能だけではなく、従来型の技能と組み合わせていることを指
摘する記述もある（No. 7～9）。例えばNo. 8の企業は、「溶接ロボット等機械類の操作」に加
えて、「手作業による溶接技術、歪み取り技術やノウハウ」「図面の解読」といった従来型の
技能をあげている。あるいはNo. 9の企業は、「普通旋盤」と「NC旋盤オペレーティング」
によって、公差±0.005㎜の加工を実現している。これらの企業は、機械と技能とを総合化し
た生産工程を構築しているといえるだろう。
さらに、設備や治工具を自社開発し、それを使いこなしている企業もある（No. 10～11）。
これらの企業は、設備や治工具などの改善能力こそが競争力の源泉となる技能だといえるだ
ろう。
なお、表 4に例示した企業の多くは、5年前と比べた売上高増加率は年平均 5％以上と、
良好な業績をあげている。
5 　まとめ
前節の分析結果は、先に紹介した浅井敬一朗（2009）や浅井紀子（2002）、田口（2011）の
論点と重なる。すなわち、技術革新によって「不要になるスキル」がある一方で、「依然とし
て必要となるスキル」は存在し、さらに「新たに必要になるスキル」が生まれている、とい
う指摘である。
CAD/CAMやNC工作機械など、コンピューター制御の設備が普及したことで、（設備に
体化した）技術によって代替された技能は少なくない。しかし、その一方で、高度化した設
備を使いこなし、その性能を発揮させるための技能が新たに必要になる。浅井紀子（2002）
は、設備の高度化に伴って新たに必要になる技能として、「プログラミング能力やソフトウェ
ア開発能力」「複数の機械と技能を総合して生産ラインや生産工程を設計するシステム構築
能力」「機械設備や作業方法の改善能力」（p.32）を例示している。これらの能力は、一般的
に新しい技術を柔軟に受け入れやすい若い技能者との親和性が高いものである。だとすれ
ば、前節における分析で指摘した企業の業績を高める技能、すなわち高水準の設備と結びつ
いた、若い技能者によって担われている技能の多くは、「新たに必要となるスキル」に相当す
るといえる。実際に、先に紹介した表 4の具体例のうち、No.1～6 はコンピューター制御の
設備を使いこなしており、浅井紀子（2002）が指摘する「プログラミング能力やソフトウェ
ア開発能力」に長けていると考えられる。また、No.7～9 の企業は、「機械と技能とを総合し
て生産工程を設計」しているといえるだろう。設備や治工具を自製しているNo.10～11の企
業は、「機械設備や作業方法の改善」に相当する。
もちろん、「依然として必要になるスキル」のなかには業績向上に寄与する技能も少なく
ないだろう。この点は、設備が同業者と比べて同水準またはそれ以下であったとしても、売
上高増加率が「5～10％未満」「10％以上」と良好な業績を示している企業が一定割合存在す
ることからもうかがえる（前掲図17参照）。「依然として必要になるスキル」の一つは、そも
そも技術によって代替されていない技能である。金型製造の仕上げのように、技能者の指先
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技能は中小製造業者の業績を高めるか（村上）
の感覚が重要である工程などは少なくない。もう一つは、技術によって代替することはでき
るものの、コストとの関係で存続している技能である。修理のように個別性の強い工程や小
ロット品、試作品などの加工においては、たとえ技術によって代替可能であったとしても、
技能者の手によるほうが割安であることが多く、依然として必要な技能が存在している。
＊　　＊　　＊
「2007年問題」が提起されて以来、技能承継は中小製造業における大きな課題の一つと
なっている。そこで重要なことは、自社の競争力を高める技能を引き継ぐことである。それ
は、先行研究が「新たに必要になるスキル」「依然として必要になるスキル」に分類する技能
である。とりわけ、前者はいっそう高い競争力をもたらし、企業業績を高める。本稿では以
上の論点を実証的に明らかにした。
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